
流域治水の推進に関する条例案
説明会
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虎姫地区の水害リスクとこれま
での取り組み
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長浜市洪水ハザードマップ
4



地先の安全度マップ
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虎姫地区の水害リ
スクについて

シミュレーション映
像をご覧ください。
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雨の大きさ

（確率で表
現）

時間雨
量

24時間
雨量

10年に1回 50mm 170mm ・現在、浸水対策として中小
河川や下水道整備を進めて
いる降雨規模

・中小河川や水路があふれ、
災害が発生するおそれがあ
る

100年に1回 109mm 529mm ・河川や下水道整備の規模
を上回る降雨規模

・大規模な災害の発生する
おそれが強く、厳重な警戒が
必要200年に1回

（最大規模
の災害）

131mm 634mm

平成25年台風
18号
（30～50年に1
度の降雨）

このグラフのような雨を降らせる
シミュレーションを行い、浸水被
害を予測
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どのような水害が起こるのでし
ょうか？

1. 内水（農業用水路、側溝等）の氾濫が開始
2. 田川が氾濫
3. 姉川・高時川が氾濫
4. 姉川・高時川の堤防に囲まれているため、
田川カルバートからの流出量を超える分が
湛水し、旧虎姫町域の大部分が浸水。

5. 降雨のピークから1日程度で浸水が解消。
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浸水リスクへの取り組み①

• 平成１９年６月 姉川・高時川の「浸水想定区
域図」公表

– 100年に1度の大雨が降った場合、虎姫町の全域
が浸水（一部は5m以上）するリスクが明らかに（
田川の氾濫は考慮せず）

• 平成１９年１１月 「湖北圏域水害・土砂災害
に強い地域づくり協議会」（湖北水害協）

– ２市６町、国、県が参加

• 平成２０年３月 長浜ドームを広域避難所とし
て利用する協定を締結
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平成20年2月18日湖北水害協第6回担当者会議資料より



浸水リスクへの取り組み②
• 平成２０年５月 虎姫町洪水ハザードマップ公表

• 平成２０年６月 虎姫町洪水避難訓練

約600名参加
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浸水した場合の歩行の困難さを体験する水中歩行訓練
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ハザードマップの周知
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浸水リスクへの取り組み③

• 平成20年度 姉川堤防強化

• 平成21年11月から 湖北水害協において「地
先の安全度マップ」を使った検討の開始

–内水氾濫を考慮した避難計画の検討
–湖北水害協WG 大井町

• 平成22年2月 中日本高速道路株式会社と「
包括的連携協定」を締結
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堤防強化の例
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流域治水条例案の概要
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民家

浄化センター

安曇川

安曇川への排水路

農地
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『神戸市に住んでいた夫婦は、高島市に家を新築して引っ越して
きた。川が近いことが気になったが、市に問い合わせると「大丈
夫」 と言われた。近所の人から「ここは昭和28年に水没した」と
教えられたのは、避難後だった。』

平成25年9月15日（日）朝日新聞29面

朽木浄化センター

民家
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平成25年10月14日（日）
毎日新聞

• 過去の水害を知らない
新規住民や若者にとっ
ては、「どんなリスクが
あるのかわからない」「
リスクに対策がされて
いいない」ことこそが、
大きなリスクです。

• リスクを知らずに住宅
投資をして結果的に困
難に陥る、あるいは命
の危険に晒されること
はあってはなりません。

19



流域治水政策のきっかけとなった
問題意識

1. 水害は、河川整備が進んだことで少なくなり
つつあります。

2. ただ、災害には上限がなく、洪水リスクを完
全になくすことはできません。施設整備のみ
に頼る治水には限界があります。

3. しかし、水害への危機意識や備えの重要性
は、忘れられようとしています。

4. 河川整備だけでも、避難するだけでも命を守
ることはできません。できる対策をすべてと
ることが必要です。
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滋賀県が進める「流域治水」
～地域性を考慮した総合的な治水対策の展開～

目的
① どのような洪水にあっても、人命が失われることを避ける（最優先）
② 床上浸水などの生活再建が困難となる被害を避ける

手段
• 川の中の対策（堤外地対策）だけではなく、「ためる」「とどめる」「そなえる」対策
（堤内地での対策）を総合的に実施する。
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河道掘削、堤防整備、
治水ダム建設など

地域防災力向上対策 そなえる
水害履歴の調査・公表、防災教育
防災訓練、防災情報の発信など

流域貯留対策
（河川への流入量を減らす）

ためる
調整池、森林土壌、水田、ため池
グラウンドでの雨水貯留など

氾濫原減災対策
（氾濫流を制御・誘導する）

とどめる
輪中堤、二線堤、霞堤、水害防備林、
土地利用規制、耐水化建築など

ながす
河道内で洪水を安全に流下させる対策

（これまでの対策）



◎前文 ・条例制定の背景 ・流域治水を推進する意義 ・条例を制定する目的

滋賀県流域治水の推進に関する条例案の概要

◎総則
・用語の定義
・基本理念
・県、県民、事業者の責務

◎想定浸水深の設定等
・県：流域治水に関する施策の基礎資料として、想定浸水深（地先の安全度
マップ）を設定
おおむね５年ごとに設定・公表

◎集水地域における雨水貯留浸透対策
・森林および農地の所有者等：森林および農地の適正な保全に
よる雨水貯留浸透機能の発揮

・公園、運動場、建築物等の所有者等：雨水貯留浸透機能の確
保

◎氾濫原における建築物の建築の制限等
・浸水危険区域における建築規制
区域の指定（200年確率降雨で浸水深約3ｍ以上の区域）
建築の制限、許可の基準、建築物の調査、立入検査

・10年確率降雨で浸水深50cm以上の区域は市街化区域へ新た
に編入しない（対策が講じられる場合を除く）
・盛土構造物の設置等の際の配慮義務

◎浸水に備えるための対策
・県：避難に必要な情報の伝達体制を整備・市町への支援
・県民：日常生活で備えるとともに、非常時には的確に避難
・宅地建物取引業者：宅地等の売買等に情報提供
・水害に強い地域づくり協議会を組織し、必要な取組を検討

◎河川における氾濫防止対策
・知事：管理する河川の整備を行う。
河道の拡幅等を計画的・効果的に推進
流下能力を維持するための河川内樹木の伐採等
当面河道拡幅等が困難な区間における堤防の強化

***********************************************

***********
***********

ながす ためる

とどめる そなえる

基礎資料

◎雑則
・財政上の措置
・市町条例との関係

◎罰則
・建築規制に関する規定に違反した者への罰則および過料

***********************************************

◎目的 ・流域治水を総合的に推進し、もって浸水被害から県民の生命、身体および財
産を保護し、将来にわたって安心して暮らすことができる安全な地域の実現に資する

実現
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田川

国道8号

国道365号

北陸自動車道

JR北陸本線

高時川

姉川

草野川

調査検討

地先の安全度マップの公表に伴い、田川について、新規
に調査検討に着手しました。

田川カルバートの
拡幅も検討します。

姉川

ながす
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姉川護岸工事（左右岸）平成25年度実施 24



姉川、高時川堤防補強工事（右岸）
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↑伐採前

伐採後↓
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伐採完了部分



↑伐採前

伐採後↓
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↑伐採前

伐採後↓
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「ながす」対策と流域治水の目標

• 「ながす」対策の当面目標 ＝全国標準

–小河川 10年確率 (時間雨量50mm)の洪水
–大河川（姉川・高時川） 戦後最大洪水（おおむね

30年確率程度）

を川の中に閉じこめる。

• 流域治水の目標
–どのような洪水にあっても →200年確率と設定
–①人命が失われることを避け（最優先）
–②生活再建が困難となる被害を避ける
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◇雨水貯留対策

◇地下浸透対策

（出典：（社）雨水貯留浸透技術協会「雨水貯留浸透施設の設置に対する支援措置のご紹介」）

（出典：東近江市HP 住宅用雨水貯留施
設設置奨励金制度）→

ためる 雨水貯留浸透対策を進めます
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そなえる 35

危険個所の確認（大井町）

量水標・水位看板（大井町） まるごとまちごとハザードマップ設置

（米原市村居田）

何があっても命をまもる仕組み

川があふれる前に
避難する体制づくり



流域治水条例案における
「建築規制」とは？

36
とどめる



「そなえる」と「とどめる」

そなえる 洪水が起こる前に逃げる。

避難場所＝学校、公民館等

とどめる

絶対に逃げ遅れることはないか？
逃げ遅れたらどうするか？

洪水が起こってから逃げる。
避難場所＝自宅の2階、家の周り
が水につき始めてからでも駆け込
める距離の場所

（条例案第5章）

（条例案第6章）

支援するための制度

37適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
適
切
な
場
所
に

逃
げ
る
避
難
体
制
を
つ
く
る
。



平成25年5月30日（木）
京都新聞23面 「建築規制」とは？

• 条例案上は「建築規制」
「建築制限」と表現していま
す。
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• 水害リスクの高い地域で
は、安全に住み続けるた
めに、建築物の構造や
地盤の高さに、条件をつ
けさせていただく。

• 「安全な住まい方への確
実な誘導」



地震
建築基準法
（耐震規定）

洪水

新しい建物

＝新しい基準に
則った建物

古い建物

＝建替え時に
対応

流域治水
条例案

新たに分かった
リスクに対応

リスクに対応する
ための支援制度
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昭和34（1959年）伊勢湾台風
滋賀県近江八幡市水茎町

× 平屋家屋は軒下
まで水没

○ 2階建て家屋は
避難空間を確保

「安全な住まい方」とは
平成22年撮影



地盤面

3m

居室の床面
が想定水位
以上に

想定水位以下
の構造を耐水性
のものに
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地盤面

4m

居室の床面
が想定水位
以下に

1m

3m未満で
あれば木造
でも可
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地盤面

3m

避難所

確実に避難で
きる避難場所
が付近にある
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条例案における
建築規制とは？

地盤面

想定水位

地盤面

想定水位

避難所

①想定水位以上に居室の床面また
は避難上有効な屋上がある。

②想定水位以下の構造が耐水性の
もの or 想定水位と地盤面の差が
3m未満

③浸水が生じた場合に確実に避
難できる要件（広さ、距離、経路、
管理状況等）を満たす避難場所が
付近にあること

44

建築規制とは知事が①～③の内容を確認する制度です。



①建物で対応

②避難場所
で対応

どちらかどちらか

A.水がくる高さ以上に、
避難できる場所があ
る。
プラス
B.木造の場合は、建
物が水がつく高さは、
３ｍ未満

家の周りが水につき
始めてからでも、駆け
込める距離に避難場
所がある。
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大寺町 七縄川北南側
田町

七縄川

虎姫公民館

アンダーパス

46

大羽神社



Q.建築制限のかかる区域に住ん
でいる場合、移転しないといけな
いのか。

A.安全に住み続けていただける
ために制度をつくっています。
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Q.建築制限のかかる区域では、
新しい住宅は建築できないのか。

A.できます。
ただし、住宅と社会福祉施設等
は、安全に住むための条件をク
リアしてください。

※販売所、工場等はいままでど
おり建築できます。
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Q.すでに建っている住宅はすぐに
建て替えないといけないのか。

A.将来、増改築する時に、安全
に住むための条件をクリアして
ください。
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Q.３ｍも嵩上げしたら住めないの
ではないか。

A.２階建ての住宅を、想定浸水深
が３ｍの区域に建てる場合、必
要な嵩上げ高は２センチメート
ル。
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① 1 階床高は建築基準法により0.45m 以上
② 1 階天井高は9 割以上が2.3m 以上
③天井懐は、低く設計しても0.24m
④①～③の合計は2.99m≒3.0m
［洪水ハザードマップ作成の手引き（改訂版）p13

平成25年3月 国土交通省］

新築
増改築

想定水位 嵩上げ高

3mの場合 0.02m
4mの場合 1.02m

どれだけ嵩上げする必要があるの？
（＝２階の床面を想定水位より高くする）

日本の二階建て家屋の床面最低高は2.99m
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虎姫地区の3m以上浸水予想区域
＝約258.25ha

水田・畑
＝約132.75ha

水田・畑以外
＝約125.5ha

3.5m未満
＝約63ha

3.5m-4mまで
＝約37.25ha

4m-5mまで
＝約25.25ha

5m以上
＝0ha

・建物がある区域の50％以上
・新しい2階建てであれば嵩上
げ不要／少しの嵩上げ

1m前後までの嵩上げ

2m前後までの嵩上げ

避難場所整備を検討
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浸水深が3m以上の区域に現在お住まいの方
への支援制度（検討中）

• 宅地嵩上げ浸水対策促進事業
– 「浸水危険区域」内の既存住宅の、住宅の改築（建て替
え）および増築時に、地盤の嵩上げ（盛土、法面保護）工
事、ＲＣ、ピロティ等工事の費用を助成

56

県から嵩上げに
かかった費用の
1/2、上限400万
円を助成
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• 避難場所整備事業
– 「浸水危険区域」に対して有効な避難場所の新設（改築
含む）

浸水深が3m以上の区域に現在お住まいの方
への支援制度（検討中）

行政が整備



地盤面

想定水位

バルコニー設置

地盤面

想定水位

カーポート上にバルコニー設置

平屋建てにおける安全空間の確保例

※木造住宅の場合、水に
つかる部分を3m未満する
嵩上げは必要です。



Q.条例ができたら、すぐに区域指
定されるのではないか。

A.かならず水害に強い地域づ
くり協議会での検討を経てか
ら、区域指定がおこなわれま
す。
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条例制定

水害に強い地域づくり協議会

区域指定

避難場所の選定、安全な避難経路、避
難のタイミングなど、地域の特性を踏ま
えた避難・警戒体制等の検討
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Q.建築制限のかかる区域に住ん
でいる場合、住んでいるだけで罰
則がかかると聞いたが本当か？

A.新築・増改築の際に、必要な
手続きをとらなかった等の場合
にのみ、条例および建築基準
法の罰則・過料の対象となる可
能性があります。
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許可
書

罰則となる場合

許可を受けずに建
築物を建築・工事
に着工した場合

虚偽の申請・報告・
届出・答弁をした
場合

申請
書

届出
書申請

書
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建物を建てる際の手続
現在

（建築基準法に基づく建築確認）

流域治水条例制定後

（浸水危険区域内で、新築・増改築される場合、
想定浸水深さに対する安全性適合審査を追加）

水害リスクは、建築確認時の
審査要件になっていない

建築工事着工

建築確認申請
（耐震、接道、

想定浸水深さなど）

建築確認

建築工事着工

想定浸水深に対する
安全性適合の許可申請

建
築
基
準
法

条
例

知事の許可

知事許可証写しを添付
↓

建
築
基
準
法

建築確認

建築確認申請
（耐震、接道など）
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A川 B川

想定浸水深2m未満

想定浸水深2m-3m未満

想定浸水深3m以上

地先の安全度マップの浸水深さ

2m-3m

2m未満

4m以上

想定浸水深3m以上の区域を
「浸水危険区域」に指定

64

3m-4m

地域のルールを守らずに住宅
ができた場合

↓
避難計画の見直し、河川改修
の優先度の見直しが必要に


